
福島県農業経営者総合サポート事業 実施体制

【会 員】

福島県

（一社）福島県農業会議

福島県農業協同組合中央会

（公財）福島県農業振興公社

福島県農業共済組合

福島県担い手育成総合支援協議会

福島県農業経営相談所

※事務局：福島県担い手育成総合支援協議会

[構成員]

○農業系団体 （一社）福島県農業会議

福島県農業協同組合中央会

ＪＡ福島担い手サポートセンター

(公財)福島県農業振興公社

福島県農業共済組合

福島県土地改良事業団体連合会

日本政策金融公庫福島支店

うつくしまふくしま農業法人協会

ふくしま地域産業６次化ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ

○商工系団体 福島県よろず支援拠点

(一社)福島県中小企業診断協会

福島県中小企業団体中央会

○普及組織 福島県

※事務所は農業会議内に置く

[担い手育成総合支援協議会]
・担い手育成支援に関する事業等を
実施することにより、地域実態に即した
担い手の明確化及び共有化を推進す
る。
・担い手の経営改善に取り組むとともに、
担い手の育成・確保に向けた都道府県
及び地域段階の取り組みに対する支援
を強化し、望ましい農業構造の確立に
資する。

地域農業再生協議会
（地域担い手育成総合支援協議会）

(必置会員)
市町村
農業委員会
農業協同組合
県農林事務所

(任意会員)
商工関係者
中小企業診断士
税理士
土地改良区 等

普及組織が重点指導農業
者の候補を選定

（経営発展や経営継承に意欲的
な農業者・集落営農組織等）

※必要に応じて、（一社）福島県農業会議も
参加する

※経営状況の把握、課題の整理、「経営戦略」の作成・決定・見直し、経営向上支
援、円滑な経営継承等の様々な農業者等のニーズに一体的に対応する。
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（相談前）経営診断・経営戦略作成に向けて、経営状況の把握、経営課題の抽出・整理する。
（相談後）経営戦略の実現に向けて、農業経営向上支援（補助事業の導入等）、農地中間管理

事業等の活用による農地集積、効率的な農地の利活用、地域の合意形成支援等を
実施する。

【役割】
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※「農業経営法人化支援事業（法人化(２５万円)」は、経営相談所が支援した法人・組織等が対象で、助成金は経営相談所から交付される。

令 和 ３ 年 ２ 月 １ 日
農 業 担 い 手 課
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【対象者ごとの支援
チーム】
・対象者ごとに選定する
・対象者へ専門家派遣
する
・フォローアップ等を行
う
例）税理士、司法書士、
農業経営アドバイザー、

普及指導員等

【経営戦略会議】
農業会議

（コンサルティングによる経営
戦略の策定）

・ （一社）福島県農業会議

・ 該当農林事務所

・ 商工系団体

必要に応じて相談所の構成
員、地域担い手育成総合支
援協議会等

支援
チーム
編成

【支援チーム】

○社会保険労務士（労
務・人材）

○税理士等（税務）

○司法書士（法人設立・
手続き）

○中小企業診断士（経営
診断）

○農業経営アドバイザー
（資金・出資）

○経営コンサルタント（経
営継承）

○農業会議（法人化）

○法人協会（法人経営）

○６次産業化プランナー
（６次産業化）

○普及員・農業士・営農
指導員（技術指導）

相
談
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担い手づくり総合支援事業（継続） 

１ 趣    旨  

「実質化された人・農地プラン」を作成している地区や条件不利地域において、地域を担う中心経営体等を対象に、経営発展等のため

に今後必要となる条件整備を総合的に支援して、地域農業の発展を図る。 

２ 事 業 内 容 

（１） 地域担い手育成支援事業 

  ア 融資主体補助型 

「実質化された人・農地プラン」の中心経営体に位置付けられた農業者等の経営基盤の確立や更なる発展に向けて、融資を活用し    

た農業用機械・施設の導入を支援する。 

  イ 条件不利地域補助型 

    小規模・零細地域における、意欲ある経営体の共同利用機械・施設の導入を支援する。 

（２） 先進的農業経営確立支援事業（融資主体補助型） 

広域に展開する農業法人等の規模拡大や経営の高度化に向けて、融資を活用した農業用機械・施設の導入を支援する。 

（３） 担い手づくり総合推進事業 

    事業の実施を希望する事業実施主体等に対し、要望内容の具体化に向けた支援や事業実施後の事業計画の達成や着実な効果発現等

に向けた支援等を行う。 

３ 事業実施主体   ２の（１）・（２） 市町村、２の（３） 一般社団法人福島県農業会議 

４ 予 算 額   １４５，９４４千円 

５ 補 助 率   ２の（１）融資主体補助型 事業費の３／１０以内、条件不利地域型 事業費の１／２以内、 

２の（２）３／１０以内、２の（３）定額 

６ 事業実施期間   平成３１年度～令和３年度                        

 

 

 

【担当課：農業支援総室農業担い手課 ０２４－５２１－７３４０】  
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